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第16巻　第3号

　本稿における四部門分割の第1部門は第一次産業を、第2部門は第二

の投資財生産部門（鉱業を含む）を、第3部門は第二次産業の消費財生

を・第4部門は第三次産業を想定しているのではあるが、各部門は次の

質をもつものとする。即ち第1部門は労働を主な生産要素とする消費財

門であり、第2部門は労働と自己生産物とを生産要素とする生産財生産部

あり・第3部門は第1部門の生産物を原料とし、労働と第2部門の生産物

な生産要素とする消費財生産部門であり、第4部門は第2部門の生産物

とを主な生産要素とする消費財生産部門である。しかし各部門共自己生産

利用する場合が考えられるので、第1、3、4部門も自己生産物を生産要

して用いるものと仮定する。

分析は従来の方法に1）従い、以下のべるところは、静学的均衡条件を求

比較静学的な方法で一様成長の条件を求め、更に需要の変動、消費性向

動、技術変化等が価格、利潤率、賃金所得、分配率等にあたえる影響をua

るものである。

　1）

　　　同誌第12巻第1号、

木藤正典「動学的均衡」山口経済学雑誌第10巻第4号、「一様成長経済と投

「国民経済の発展速度」東亜経済研究第37巻第1号。

2）　Meeid，　J．　E．，　A　Neo－Classical　Theory　of　Economic　Growth，1961．

　　Takayama，　A，“On　a　Two－Sector　Models　of　Economic　Growth，”Rev

　　Economic　Studies，　June，1963．

　　Uzawa，　H，“On　a　Two－Sector　Model　of　Economic　Growth，”Revlew　of　Eco

　　Studies，　Oct．，　1961．

　　『　　　　，“On　a　Two－Sector　Model　of　Economlc　Growth皿”Revl

　　Economic　Studies，　June，1963．

　　　　　　一一，“Optimal　Growth　in　a　Two－Sector　Model　of　Capital　Acc

　　ation　，　Rev三ew　of　Economic　Studies，　Jan．，1964．

2　静　学　体　系

　（i）記　号

　分析法として比較静学による期間分析法を用いる。財は5財よりなり、

らをXO，　Xi，　X2，　X3，　X4，　X詩こて表わし、　XOは労働を、　X1は第

産業の生産物を、X2は第二次産業の生産財生産物を、　X、は第二次産業

費財生産物を・X4は第三次産業の生産物を意味し、　Xi（i　＝1，2，3，4）
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部門を第i部門と呼ぶこととする1）。そのとき次の様に記号を定める。（以下

に断らない限り、i，ブ等の添字は1、2、3、4を示すものとする。）

　　　Xo（t）＝t期における労働の供給量

　　　Xi（の＝t期における第i部門の生産量

　　　ai（t）　・t期においてXi　1単位を生産するに必要な労働量

　　　砺（t）　・・t期においてXi　1単位を生産するとき消費される財X」の量

　　　　　　　（X，にっいてはその消耗部分）

　　　Pi（の＝t期における財Xiの価格、（i＝0，1，2，3，4）

　　　Ci（t）　・1期における財Xiに対する需要量、（i　＝1，3，4）

　　　C（t）＝消費＝C、（t）P、（t）＋C3（t）P3（の＋C4（t）P・（t）

　　　la（t）＝t期における投資量、即ちt期におけるX，の生産量から各部門

　　　　　　でのX2の消耗量を差引いたもの

　　　　　　　　　　t－1　　　k（t）　・＝資本量＝Σ双の，（生産はt＝Oより行われるものとする。）

　　　　　　　　　　」冨O
　　　q（t）＝t期における各部門でのX，の消耗量の合計

　　　ω（の＝q（の／k（の＝資本財消耗率

　　　li（の＝利潤率＝’期における第i部門での利潤の生産費に対する比率

　　　z，・（t）一、＋矯（並生産物・単位当りの生鹸の価櫓こ対する比率）

　　　y（t）＝tenの国民所得

　　　y，（の＝’期の賃金所得

　　　Y2（t）　・・　t　＃Nの利潤所得

　　　α（t）＝（平均）消費性向＝C（の／Y（の

お、ai（t）＞0，　Pi（t）＞0，　Ci（彦）＞0，ゐ（の≧0，　k（の＞0，　q（t）＞0，

0＜ω（のく1，li（t）≧0，0＜a（のく1と仮定する。また∂〃については・

〔∂の＝

b11　　0　0　0

0　b22　0　0
b3、　b32　b330

0　b420b44
し、bii，　b31，　b32，　b42はすべて正であると仮定する3）。なお生産および

肖費の時間的関係は次の様であるとする。即ちt＋1期の生産の決定は∫期末に

行われ、その生産に必要な生産要素（労働も含む）はt＋1期に購入されるも

のとする。また彦＋1期に消費される消費財はt＋1期に贈入されるものとす
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る。なお以後はXi（t），　Pi（の等のt期の量にっいては特に必要のある場合

ぞき、（のを省略してti，　Pi等と記すこととする。

　（ii）均衡条件

　彦期における経済体系は、次の条件が成立するときは、静学的均衡状魁

るものと考えられる。

　④　需給量均衡
　　　　　　4
　　　　X・『欝σ角………・・……………一・…………………（2・1）

iiili鞭；岡一一一一（2・2）

　　　　q・＝b22X・＋b32x・＋b42X、・・…………・・……・・…………（2．3）

　なお、資本財消耗率ωは、正常の状態においては、技術的に所与と考え

るからq＝ω・k（t－1）は’期では既知量である。

　（ロ）価格の均衡

i鱗i；鑑よ轡｝一…（2・4）

　　　　　　　1ただし　Zi＝
　　　　　　1十ri
　eN）消費の均衡

　　　　αY＝・・P・＋・・P・＋c・P・・（＝C）……………一・……．（2．5）

ただし消費性向αは所与であるとする3）。

　（iii）　基本関係式

　以上の11個の均衡条件式から次の様な基本的な関係式が導かれる。

　（d）生産量、価格、利潤率

　（2．2）から

X3：＝
1＿b

x・一
、，・iz、、（e・＋、皇琶、・・）

x2＝9十乃

　　　C3
33

X・一
、ぎ参、、

畳’”°°’°°°・・… 　。・・・・…　。・。。　（2．6）
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これは消費量と投資量から生産量が定まることを示す。

次に（24）から

　　　　ρ・＝λ、皇お、1P・

　　　　P・一λ，皇彰22カ・

　　　　P・「、≡∂33　　　　　　（λ摯薯i、＋

P、一㍍（儒1，＋a・）．P・

λ篶1，＋a・）P・

（219）　－　33　一

・一・…
　　（2．7）

　　　　　　4　　　44　　　2　　　22

’
れはP。に対する相対価格は生産係数ai，　bijと利潤率によって定まること

を示す。な繍〉・と・、一梁≧・とを仮定する・従つて

　　　　∂、、＜λ、≦・或は・≦・・＜1誰’…・………・……・…（2・8）

でなければならない。

　（ロ）消費と投資

　（2．3）（2．6）から

　　　　q－、島22（b221a＋、筆、・・＋、絵、c・）　．

故に　。、一ρ、・、，c、一ρ、・、……・…・・…………一…………・・’°（2・9）

とおけぽq－、垢22｛b・・la＋（㍑＋出）・・｝・・……・（2…）

となる。これをClにっいて解けぽ

　　　　・、一（1－∂22）q－b22h＿．＿．．．＿＿．＿＿＿＿．＿＿…（2．11　　　　β）

ただしβ一幽唯究一一・・一一…・…・…（2・12）

となる。（2．10）或は（2，11）は消費量Cl、投資量孤消費量比率ρ3・ρ4の間

に1っの量的関係があることを示す。従って消費と投資とは無関係には決定で

きないのである。

次に

　　　　y一叡あ一£］　b，　，P、）　v，　＝C＋laP，…・……………・・（2・・3）

　　　　　　i＝1　　　　．i　＝1

　　　　　　　　　　　　4　　　　y、＝X。P。，　y、＝Σ（Pi　一一　zipi）x・

　　　　　　　　　　　i－＝1
であって　　y＝Yi＋Y2…………・・………・・………・………・…（2．14）
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である。従って（2．5），（2．13）から

　　　　α（C＋lap2）＝C

故にγ÷聖義…・…・…・……一……一一．…＿……（2．、5）

或は　゜1（P．・＋ρ・P・＋‘・’・P、）＿海ク2

　　　　　　　　　α　　　　　　　　　一f：，‘if・・…　一■・・・・・・・…　一・・・・・・・・・…　（2．16）

これは（2・7）よりc・・ρ・・ρ・・la・・・…，・、，・、の間に・っの関係式

たえる。また

　　　　鴫＋‘（）・灸＋峻（CCIP2）・…・・……（2．17）

とおけぽ（2．16）より

　　　　　　　αh
　　　　c1＝（1一α）A°”……・……・…………・・…（2．18）

である。

以上より8っの量…ρ・・ρ・・乃・…r・，・、，・、の間に2っの関係式

’11）・（2・16）蒋在するが・前都・・，‘・’、，ρ、，la・・みを含み、後者

べてを含む・したがって従殿数にっいて次の2っ暢合酵えられる。

製と駝鵬鮮の1っと・ノ・・　r2・…　・4の中の・っとが従

（b）°・・ρ・・」…h・中の2っが従殿数と考えられ砺合。

と消費とが規定されたのであって・完全な鮎経済が想定され砺合拷え

しかしながら（b）暢合は企業の禾i」潤率の決定銑づ行繍て、その後で生

完全鱒あるいは自鹸争が筋れる経済の場合と考えられる．今後わ勧

れる・一方（a）蛸費と企業の欄率と醐立的厳定されるものであって、

は（a）の場合を仮定することとする。

の投資の限界
　（2・11），（2．18）より

　　　h＝一　　　　　（1一α）b2　2A十α．8………’”………………・・……・（2．19）

　（2・7）　，、（2．19）よ　り

　　　A＝＝t？，≡雛＋毒、操許・）・塾、

　　　　　　　＋（Z2－b2・）舞｝＋轟、｛b・・＋（Z・　一一・b2・）謝

故に（2・8）より∂μ執≦・にっいてのA・rt小値は

一

闘■■■■■■■■■■■■■■幽一騨■一一一一一一一一一
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　　　　偉静臨一β・（Z・－b22・λ・一・・＋・のとき）であり・ま

たA→。。，（λ2＝1，ん→bii，（ゴ≒2）のとき）であるから

　　　　B〈A〈OQ，　for　any　λi…　……………・………・……・…　（221）

　である。（2．19）より乃はAの増加函数であるから（2・21）より

　　　　・〈（鴇ち1、響くh〈1諸24・一一…………（2・22）

である。故に投資が（2．22）を満足しない限り経済均衡は得られない。なお

消費財の価格の消費量を加重とする加重平均をPとすれぽ

　　　　P一惣融磐一禦鶴4ρ』、＋書隼ρ1……（2・23）

故tzc－A一
麦（・＋ρ・＋ρ・）……・…一………一・………一…（2・24）

撚y÷°・P（1十ρ3十ρ4　α）一遼簑ρ2・・……………・………（2・25）

　したがって　α，b22，　Bが一定であれば、資本財価格が消費財価格に比し

て相対的に低い程、投資量hは大きい。また（219）からhはαの減少函

数であるから、他の事情が不変な限り、消費性向が大きい程投資量hは小さ

い。

①政府海外貿易は考慮しない。

　②　bμ≒0としたのは体系を複線構造とするためであり、bi1＝O，（i＝2，4），　bi3＝

　　0，σ≒3），bi4＝O，σ≒4）は、わ31≒0を例外として、消費財は生産要素とならな

　　いと仮定したためである。またb12＝0は第一次産業があまり発達しない経済体制で

　　は当然許さるべき仮定であろう。

　③均衡方程式は（2．1）一（2．5）の11個であるが、（2．1）はXoを規定するに過ぎな

　　い。したがって真の均衡方程式は10個である。従属変数はXi，（iニ1，2，3，4），

　　Pi，（i＝1，2，3，4）の8個と消費投資利潤率等の関係の変数の中の2個とである。

　　またqが所与のときは（2．3）は条件式となるが、ωが内生変数のときは・（2・3）

　　はωを規定するにすぎない。

3．一　様　成　長

　前節では静学的な均衡についてのべたが、これを基盤として動学的な問題に

移りたい。先づ最初に基本的な場合として、一様成長の場合を考えたい。すな

わち生産係数ai，　bii消費性向α、消費の相対的比率ρハ　資本財消耗率ω

が、一定であって、消費の水準01、が一定の比率oで増大するとき、投資la

f

ア

繍
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はいかにあるべきかを吟味する。今

　　　　dc1・＝c1（t＋1）－Cl（t），

　　　　Ala　・・　la（t＋1）一乃（の

等の記号を用いることとし、Ac／c＝σとおけば（2．11）と上の仮定か

　　　　　　（1－∂22）nq－b22dk
　　　　o＝　　　　　　（1－b2，）q－b22h

これより穿一1冶2・穿一・（X，9ag922・－Z－一一・）…………・一（3．2）

或は髪一・＋（L－，1；1，3；2，2）q（聖一・・一一…・（3・2）

　（d）投資増加率

　　　　穿一t・一一定で号一ω穿であり、（2．22）から

　　　　　　（1－b22）q
　　　　　　　　　　－1＞O
　　　　　　　b2，le

であるから（3．1）より、消費の増加率oが小さい程あるいは資本

lik／kが大きい程、投資増加率dle／hは大きくなる。

また

　　　　夢穿一｛（！：，kl2i）9－一・｝（穿一・）

であるから誓考蓬・（鶴同順）…・一一…一一．一・（3．3）

故に　4㈲一髪（4乃　4kh　　k）老・一・・一一…一・・…・…（3．4）

となる。故に、資本増加率が消費増加率より大（に等しい、より小）

ば、投資増加率は資本増加率より大（に等しい、より小）であり、その

とともに増大する。

　（ロ）生産増加率

　（3．3）で等号が成立するときは（2・6）から

　　　　磐一・・（i－・…2・3，4）

であり、これは一様成長経済である。しかしdk／k＞〈6なら

　　　　欝一・・（ゴー・・3・4）

　　　　砦一・＋（ifi，29ki）q（穿一・）≧・・欝一・＋a2（ti／kei・）a（警一・
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となる。すなわち、資本増加率と消費増加率とが相等しくなければ、一様成長

ま不可能である。

　㈲　価格増加率と国民所得増加率

　（2．18）から

　　　警＝・＋翌・・……一…・……・……

を得る。ただし

　　　AA一碧釜4λ’・・……・…・………・

・…

　。。・・・・・・・・…　一・・…　。（3．5）

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… 　（3．6）

　　a、（λ，一∂22）｛（Z，一一b33）＋ρ・ゐ・・｝

A，＝

・・・・・…
　。・一・・。…　　（3．7）
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ここに 　　　　a2（λ、一∂、、）（λ3－∂33）

ん一λ1当1、＋ze2t92ibs：、

A・一≒夕22鵬33＋il4tl：ta，‘，、｝

D・一
霧1綾≡2ii・itil3一舞

D・一 轟33α、（λi－∂11）

　　　D・一誤娠∂42＋a4（λ2－b22　a2）一讐4

であって　A，＋A，＋A，＝D1＋Z）3＋D4＝A

である。故に（3．3）で等号が成立するときはAA＝0であり・そのときは一

般には4λ、＝∠λ、＝・　Aλ，　＝dλ，＝0であると考えられる・また（3・3）で不等号が

成立すれば4。4≒0であり、」ん≒0となるiが存在する。したがって（2・7）か

ら∠あ≒0となる財Xiが存在する・故に資本増加率が消費増加率に等しい

ときは、一般には価格体系（および各部門の利潤率）は不変であると考えられ

る。また両者が等しくないときは、必ず価格体系の変動がある。

　さて4AAfOの場合の価格体系の変動にっいて考えるに、（3．2），（3．5），

（3．6）から

　　　竿去謝」λ・一（1－b，2　b22h）q（穿一・）・・……一一・（3・8）

｛a・（λ・一ゐ22）＋ゐ32＋a3（λ蕩622）ド多ξ3

則
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である・故tl＝　Ak／k＞・のときは（筆・なら以下の不等号販対となる．

A・4／A＞0であるが、（3・7）よりZi，λ3，　Z4の中の1っのみが変動する

きは必ず4ろ＜0であり、λ2のみが変動するときはAZ2＞0である。なほ

後は・．祉り．22．以上墾厘旦塾…変動土亙と劃も＿条客Q．4灸乱璽笈量姫ζ塾璽塾

溢変麺す亙と．き．と1司二であ，亙もQ一とする．9－一すなわちAk／k＞oなら

　　　　∠t，a　，〈0，　（i・＝：1，　3，　4），　∠tλ2＞0

とする・したがってそのときは（2・7）からAP、＞0，　AP，＜0であるが、　AP，

dP4の符号は確定しない。しかしながら（2・7）の第3式において、右辺の

　　　　　1　　　b32a2
　　　　λ3－∂33R2　一一　b22

はX3の1単位を生産するに必要なX2の消耗量を第2部門で生産するとき

必要な労働量であり、第3部門での直接的な投入労働量a3に比して小さく、

その影響は比較は比較的に小さいと考えられる。故にdP，はdZ，，　AZ，，　dZ

の何れにっいても増加画数であるがdλ，　｝fOのときは、∠λ，の影響よりはdλ

璽影饗i2方杢大豊込と者えた』泣以下そのように仮定する。全く同様に、　AP

はdλ4と同符号と考えることとする。

　さて（2，24）、　（2，25）から

　　　　AA－APAP，Ay　apA（｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　フ「万一石・了＝°＋アー7－＝°°’°………°”（3・9）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア

　　　　　　　　∠k
である・以上から万＞oのときは・dA＞0であるから、

（i）　消費財平均価格は生産財価格に比して上昇する。

（ii）　生産財価格が不変であれば、少くとも1つの消費財価格は上昇する。

　また国民所得増加率は消費増加率は消費増加率より大きい。

（iii）　消費財平均価格が不変であれば、生産財価格は必ず下落するが、国民

　所得増加率は消費増加率に等しい。

（iv）　価格変動に拘らず実質国民所得の増加率は消費増加率に等しい。

なおX・，X2，　X3，　X，の（加重）平均価格を

　　　う一艶ま鞍雛捨鉱α｛差ll嵩鉱離輪一・…（3…）
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とおけば

　　　　4AP　la（∠乃一万『一σ）　c・（・＋P3＋P4）夢＋乃薯

　　　　アー「・、（・＋ρ、＋ρ、）＋1＝＝c、（・＋ρ，＋ρ、）＋la（3・11）

故に物価水準が不変であるためには

　　　　c・（・＋P・　＋P4）讐＋壁一・……・…・・……一……（3・・2）

でなければならない。そのためには芽〉・のときは（3・9）とより、消費財価

格Pは上昇し、資本財価格P2は下落せねばならない。

　　　　　　　　　　　　4．需要の変動

　本節では消費水ue　c、が一定の比率で増大する他に、需要の相対的変化があ

る場合、すなわちρ3，ρ4が変化する場合を考える。したがってρ3，ρ4以外の

量にっいては前節初頭の仮定が成立するものとする。前節と同様にして（2．11）

から

　　　　　　（1－－b22）q　一一　b2　2h　AB
　　　　σ＝（1－∂22）σ＿∂22万一万

ただし誓一絵牌＋絵藩…・…・・一一（4・・）　．

である。したがって

　　　　誓一・＋（1－b，2b22h）q－｛（1識）q－・｝誓……………（4・2）

なお　・＋誓一・t

とおけぽ争♂＋（1－b22　∂22乃）矯一♂・・……一…一・・…（4・3）

また（2，18）から

　　　　　　　　AA　　　　4乃
　　　　曽万＝a＋－A“”……’…’………’°……一……・（4・4）

ただし砕螺恥瀦鴇∠ρ・・…・……一一……（4・5）

　　　　器一欝（－1）・（ブー3・4）…・一・……………・一（4・6）

故に尋一（1－b22　b，21a）q（争・）一｛（！illii）9－・膠
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第16巻　　第3号

　　　　　一（1－∂22　　b22）q2（争・’）＋誓・…・・…・……………・・…（4．7）

（4・3）から誓一夢一｛（1識）q－・騰一・’）・筆誓≧・’，一（

故にa（9）－9（穿一働睾・・（複号同順）

故にσ1を消費増加率と考えれば前節（d）の末尾の2っの命題は成立する。

し（4・8）で等号が成立しても（4．4），（4．7）から

　　　　去艦4λ・一誓一÷裁謬4ρ・・…・・…………（4．9）

となり、一般には価格体系は変動する．ただ

　　　　誓一÷鰐4ρ・…………・一……・………・・…・…（4．・・）

が成立する場合には価格体系は不変であり得る。また（4．8）で等号が成立

も（3．2）から

　　　　薯一・＋（、一∂1鉾∂、、ρ、・薯

　　　　砦一・’・砦一・＋薯・筆L・＋警

となり一様成長ではない。次に（41）・（4・2）からdρ，≧01）であればdB

＞0であるからAρj＝0・（ノ＝3・4）の場合に比して投資の増加率は小さし

次に（4．5），（4．7）から

　　　　毒器4λ・一（1－b22　b22h）q－（望一・）一｛（1i舞）ヨー・｝誓

　　　　　　　　　　　　一壱蝦4ρ・………一・・………（4．・・）

であるが4ρノ＞0であれば・右辺の第2，3項は負であるから、（38）とよ

4ρ」＝0の場合に比してλi・（i＝1，2，4）を増加させλ、を減少さす。しt

って、消費財X3あるいはX4への需要の相対的増加は、消費財の価格を低

させ・生産財の価格を上昇させ2）・したがって実質国民所得増加率は消費増

率より大となる3）。

　1）　dP」≧0はaρ3≧0，　Ap　4≧0であるが、すべての等号が同時に成立することウ

　　　いことを示す。

　2）　この結果は通常考えられるものと異るが、これは消費性向αを一定と考えてし

　　　ことに原因する。これについては次節において吟昧する。

一k■＿＿口■■■＿＿旧＿＿＿．
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3）（2・25）よりAY／Y－dp／p＋・＋（Ap・＋Ap・）／（・＋・・＋・・）・a（i）／（7）一・＋

　　（4ρ3＋aρ4）／（1＋p3＋ρ4）であるから、国民所得増加率がaより大きいか小さい

　　かは判明しないが、実質国民所得増加率はσより大である。

5．消費性向の変動

④　ρ3，ρ4が一定の場合

本節では消費性向が変動したときの影響について考える。消費性向αが変動

する以外は3節の初めにのべた仮定が本節でも成立するものとする。従って3

節の④、㈲の結論はそのまま成立するが、Vx）は以下の様に変る。先づ（35），

3．8）は

　　　　誓一・＋44’一、…α・誓…・・…・・…・……………・…（5・・）

　　　誓一（1－b22　b2，h）q（望・）＋、差α・警・・……一（5・2）

となり、（39）の第2、3式は

　　　　夢一λ＋夢一薯・A（yP）／（多）一・書

となる。故に、資本増加率が消費増加率と一致しても価格体系は変動し、消費

生向の増大は一般には、投資増加率を減少させ、消費財価格を上昇させ、生産

財価格を下落させる。また実質国民所得増加率は消費増加率より小となる。な

ま（5．2）より、資本増加率が消費増加率より大きいとき、価格体系を不変に

保つためには、消費性向を低下せしめなければならない。

　次にAA＝0であれば（5．2）から

　　　　、主α・誓一一（≒舞）q（雲一・）一一ω（毒一・）（・一景）（5・3）

ただし霧一与／争・務一一・一一一（5・4）

であるから、資本消耗率ωが大きい程（従って資本の耐久期間が短い程）、b22

が小さい程（従って生産財部門が未発達な程）、　また資本増加率が大きい程、

価格体系を不変に維持するための消費性向の低下はより大きくなければならな

い。

　⑫　ρ3，ρ4が変動する場合

　次に第4節と同じ仮定のもとで消費性向が変動する場合を考える。消費性向

卜
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1卜 y

Sl



4

ザ

一
42　－一　（228）

：鷺

第16巻　　第3号

　　　　　　　　　　　　一一認『52”iAρ・＋τ読゜7°”°匿（5・5）

となり、AρiとAαとが同符号であるから、右辺の最後の項はその前の2

項を相殺する様に作用する。即ちdρiとdαとの効果は相殺的であり、価

大きな変化をあたえぬであろう。従って、X3或はX4への需要が増大す

き、適当な消費性向の増大が附随すれぽ、価格体系の変動は起らない。

が一一定であれば、投資と消費との比が一定であるから、もし消費の増加率

資の増加率より大きいときは、消費財価格は生産財価格に比して減少せね

らない。第4節末の結論はこのことを意味するのである。通常の消費増加

合、消費者個人としては幾分の消費支出比率（所得に対する）の増大を予

るであろう。従って消費の増大と消費性向の増大とは結びつけて考えてよ

あろう。故にX3，　X4への需要の増大を示すρ3，ρ4の増大とαの増大と

時的であると考えるのが適当であろう。さてその場合は（4．11）は

　　　　癌甜4λ・一（1－∂22　∂22ん）q（芽一・）一｛（Lz29：，2S）9－・｝誓

　　　　　　　　　　　　　1　4∂A　　　　　l　　dα

6．資本消耗率の変動

　第2節の生産と消費との時間的関係の仮定からω＝一定であれぽ、t期

おけるAq＝ω踊＝ω乃は実現されているが、　Ac1或は4ρノはt十1期に需要

る増加量を示すものであって、t期末では予想されるものにすぎない。従

Aq／q－O＝Ak／k－Oは実現されたAq／qが予想されるσに一致する場合に

0となるのである。それが一一致しない場合は3，4，5節で述べた様な結果

生ずるが、ωが各期毎に変動するものと考えれぽ（即ち操業度が変化する

と考えれぽ）望・≒・でも争・一箒誓一・は・となることが可fi

ある。以下本節ではωが変動するものと考えることとする。

　先づ（3．2）から

　　　　誓一与一｛（1－b22　　　∂22ゐ）9－1｝（与一・）・・……一……（5・・）

を得る。故に（3・3），（3．4）に対応して

　　　　誓≧誓一讐＋架≧・・A（hq）一：（警与）i・…・・（5

従って、h，　q，びについては第3節（d）のla，　k，σと同様な結論を得る。（t

第3節（ロ）、VN）は∠ωに無関係であるから今の場合にも成立する・）ただし如
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いては事情が異り、（5・2）で等号が成立してもAk／k＞σであれば

　　　　A（h万）一芸（雲一夢）一暑・警＜・

　　　　ゐ俸警は減少するが

　　　　響留一・一聖帯）一・一毒（∠k　　－6k）〉・

となる故誓一・一一血はtと共に減少し・に収束する．即ち資本勒率

が消費増加率より大きいときはωを減少する（即ち操業度を下落さす）ことに

より、経済体系の変動を防ぐことができる。その場合次期以後は漸次ωはもと

の恒に復帰する。

　前節までは消費の変動或は資本消耗率ωの変動について考察したのである

が、その場合技術変化は起らないものと考えた。本節では技術変化が起れば利

潤率、価格に如何なる影響をあたえるかを調べることとする。企業が新しい技

術を採用するのはその原因は何であれ、生産物1単位当りの利潤が減少しない

ことが必要であり、また市場において競争が行われているのであれば、生産物

の価格は増大しない事が必要であろう。従って技術変化を考える場合は次の仮

定が満足されているものとする1）。

　（1）技術変化を生じた部門では、生産物1単位当りの利潤は減少しないもの

　　　とする。

　（2）技術変化を生じた部門では、生産物価格は増大しないものとする。

　③　生産費および需要量が不変な部門は利潤率および価格は不変であるとす

　　　る。

　仮定（1）、（2）の結果として次の命題が成立する。

　（i）技術変化を生じた部門の利潤率は、そのために減少することはない。

　（ii）技術変化を生じた部門の生産費は、そのために増大することはない。

その証明は次の通りである。

仮定（1）より

　　　　A｛（1－，iti）Pi｝＝一∠tλ，Pi十（1－？li）Aφt≧O　。・・・・・…　。・・。・・　（7．1）

　　　　　　　　　1－一λ　　　　　　　　　　　i∠tPi≦0・・一　・　・一・・・・・・・　・　　・・　・・・・・…　　（7．2）故に（2）より　　Aλi≦
　　　　　　　　　2b∫

塗

竃

、㍉1

穏
｝

11
1｝
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又　　　A｛（1－’il　i）A｝＝・・41りf－4（λiP，）≧0

故に　　生産費の増分∠（RiPi）≦AP，≦0・………………・・……（7．3）

故に（i），（ii）が成立する。　（証明終）

なほ∠ρ魂ム∠い・・一一一…・…一一一（7・4）

とおけば、APiと∠λiとは同符号だから島≧0である。また（7．1）より

　　　　∠ゴ｛（1一λi）Pi｝＝（k，－1）Pfdλi≧0・…　一・・・・・・・・・・・・・・・…　一・　（7．5）

故に　　0≦鳥≦1……・…・・……・………・…・………………………（7．6）

　さて技術係数ai，ゐ，わ（i，ブ＝1，2，3，4）の変化は（4．3），（4．4）

様にして次の様になるQ即ち

　　　　・〃一・’＋讐・壽一・＋誓＋筈・・舞・

とおけば
　　　　fh－・〃＋（i：，iki％2i）q（争・〃）

　　　　　一・＋（1云、？t2）9（穿一・）一綴・誓一（・＋号）舞……（7・7

　　　　響圭言舞）9（穿十轟・響一（・＋甥弩…………（7・8

ただし誓一凝離砺…一・…一一一・一一・（7・9）

　　　　穿一オ揖儲・＋器∠λ・）＋去織∠∂…・・………・・…・（7…

である。それに対応して生産量Viの変化は（2．6）から

となる。従ってd4／q　＝Ale／k＝σ”なる関係が満足されればdh／la　・　O”・＝Ak／

な一て、資本と投資とはo”なる増加率は持つが、技術変化は各期一様であ

とは考え難いから、o「tは変動する。故に（7・7）に従ってak／hはたえず

動することとなる。またAh／h＝＝Ale／々＝σ”なる状態が続いたとしても，（7．

より経済の成長は一様ではなく、又（7・8）よりんは変動し、従ってP、
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変動する。以下においてある部門で起った技術変化が他部門に如何なる影響を

あたえるかを考察したい。

（1）　第1部門の技術変化

第1部門での技術係数はa1とbll
　　　AP1　＿　dal　Ab1，　　dλ，

一一一
十

　　　　　λ1－∂11Pi　a1 λ1－bl　1

とであるが、

一
、識4λ・

（2．7），　（7．4）　よ　り

故に　（7．2）　より

　　　（k1十11一λ，11λi－b11）az・一讐＋偽i、≦・

（7・7）より髪一・＋（≒舞）a（誓・）・…・………一・…（7・・2）

t

であるが、以後は議論を簡単にするため、aq／q＝Oが成立しているものと仮定

する。従って今の場合はAla／la＝oである。従ってまた（7・8）と仮定③より

　　　　AA・・A・（薯＋719tl’s，、　z、－b、、

　　　　　　　　　　　　　4λ，
　　　　　　　　　　　　　　　＝＝O　　　　　　　　　　－Z）3
　　　　　　　　　　　　λ3－b33

故にD・為33－A讐≦・

故に　　dλ，≦0

また（2・・7）より砕饗＋畷一・

より　　　　dP，≧02）

また（7．11）より

　　　　誓一・＋、聖渉1、・讐一勢一砦一・・

　　　　　　　　　　　∠a1　　4bi1

Aλ・ ）－D・「iλ・

dx・一・X・＋a・X・（万r＋Z、－b、、）≦・X・・

AIY＝＝σIY，　AY1≦σY1，　AY，≧σY2，

夢一誓＋要一・

λ3　一一　b，3 一

a（YlY）≦・・

以上から、第1部門の技術進歩の結果として、一般には、第1部門では生産量

ま変動する。（Abi1＜0なら生産は減少する。）第3部門では利潤率は上昇し、

価格は上昇するが、生産量は不変である。また国民所得は不変であるが、賃

金所得は減少し利潤所得は増大し、労働分配率は低下する。　なお消費財平均

価格は不変であり（従って実質賃金は不変であり）、　実質国民所得は不変であ

1「 i
ll

li

li

1
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る3）。

　（∬）　第2部門の技術変化

第2部門での技術変化はa・・b22の変イヒであるがこれは第3、4舗

響をあたえる。さて第1部門と同様にして

　　　　薯一讐＋Z、響多1，－Z、彗彦1、一轟∠λ、

　　　　（識，＋Z，lz2si）Aλ・一誓＋畿≦・・……・・……（7．・3）

　　　　雲一・《・＋£）霧≦・

　　　　dA－一（A・＋A・）薯一D・2，望彦33－・・轟、

　　　　　　　　　　　　　一一A（1＋f）畿ヱ………………（7．・4）

を得る。一般には労働節約的であって資本使用的な技術進歩が考えられ

ら・以後磁Z・ユ§）．．と稲』軸範慶．一強≦9。，一強≧q．．鍍え盈と

る。従って

　　　　D・λ、望彦33＋D・Z、響孟44－A（・＋Z）笥L（A・＋A、）要〉・…（7

又一方（2ユ7）とより

　　　　AA－（ρ・dP・＋ρ・dP・）距伽一一A（・＋Z）誓

故にρ・Ap・＋ρ・Ap・－Adp・－A（・＋号）舞・＜……・…（7．・6）

差異はなし’から・az・・AZ・胴符号であり、またAP、とAP、とは同符号

第2部門の技縫歩が第3部門と第4部F・1内の生蔽にあ煉る影響は質的

あると考えてもよいであろう。その様に考えれば（7・15），（7．16）から

　　　　dλ・＞0・az・＞0，　AP、〈0，　AP、〈0

となる。また生産量その他については

　　　　砦一・一脅く・・斐・一砦÷・，

　　　　Ax・一・X・　＋・a・X・（Aa2　Ab2，a2　b22）＜・X。，

　　　ay・＜・Y・・望÷農・〈・，



d

　　　　夢一（・＋号）髪12＋要く・

　なお以上より第3，4部門では生産費が下落しながら利潤率は下落しなけれ

ばならないが、これは次の理由による。即ち投資hP，は下落するから、消費

性向aが一一定の限り消費C＝c1（Pi＋ρ3P3＋ρ4P4）は下落しなければならな

い。そのためにはP3，　P4が下落せねぽならない。従って利潤率73，　r4も下落

する。

　第2部門の技術進歩の結果、第2部門でほ生産量は減少する。第3，4部門

では生産費、利潤率、価格何れも下落するが、生産量は不変である。労働所

得、国民所得は減少し、消費財平均価格は下落し、実質賃金は上昇する。

　（皿）　第4部門の技術変化

　第4部門の技術係数はa4，　b、2，　b44であるが、　b42を通じて第2部門の生

産物の需要が技術変化の影響を受ける。

故に

　　　　　　　　P。　　　　a2P・　　　　　P・

と蹴（A＋λ、一．．　b、4）P・Aλ・＋てλ、－b、誤鴇44）dλ・－F…（7・・8）

また（7．8），　（7．9），　（7・10）より

　　　　∠五一一・aλ、＋A・＋A・Aλ・＋」璽F－一舞・万…（7・・9）

　　　　　　　　Aλ、一（A・＋A・）P・dλ、－F＋c・AP・・AB…（7．2・）

　　　　λ4　一一　b44

を得る。ただし

　　　　AB－、雲参444642＋（、．一、b，，）・Ab・・

である。（7．18），（7．20）をAλ，，dλ，について解けば容易に知られる様に・

Aλ、はFとABとの正係数の一次式であり・Aλ2は負係数の一次式である。故

にもし、E－≦9L盟≦鮫姫と雄孟塾1もAλ・≦O・　Aλ・≧0となる・（技術

進歩においてはAa4≦0，　Ab42≧0，　Ab44≦0が通常の状態であろう。）

避
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従ってそのときは、価格に関しては（2．17），（7・19）より

　　　　44－一惚＋ρ・蔑一舞・dB

故に磯≒ρ・薯＋轟∠β≦・一・……………＿．（7．21）

となりP2は下落する。次に

　　　　誓一要一・・Ax・一・一男皇・望≧・X・砦一・＋紘

　　　　Ax・＝・・St’・」絵∠β＋跨；4∂44＋X・da・

　　　　　　＝＝・X・＋・・Aa・一霧・・雲参44あ42＋畿1、（島一激

さて労働者1人当りの資本装備率が第4部門より第2部門の方が大くて、

≦0，db42≧0であるときは

　　　　∠XO〈OXO，故にA｝71〈σy1

である。次に（7．21）から

　　　　睾誓＋努・＋薯・努≦・

　　　　夢一誓＋要一告要≦・

以上より、第4部門の技術進歩の結果、一般に第4部門では生産量は変

る。第2部門では、一般には、利潤率、価格は下落し、生産量は増加する

民所得は減少し、消費財平均価格は下落し、実質賃金は上昇する。

　（IV）　第3部門の技術変化

第3部門ではa・・b…b32・b33が変化し得るが、b、、樋じて第1

へ・b32を通じて第2部門へ影響をあたえる。従って　　　、

　　　F－2，≧岩334σ・＋（λ、－bil，li（1＆iPA°，－b、、）db・・＋（Z、一∂暑無22）

　　　　　＋（λ、≧ち33）Ab33

　　　4B－・雲彦334∂・2＋（ρ3b321－b33）、db33

とおけば（皿）の場合と全く同様にして

　　　（・些羨、＋Z、la，5，）P・Aλ・＋（λ、一瑠鴇ゐ33）dλ、＋

　　　（　　　　a2b3　2POZ2　一一　b2，）2（λ3－∂33）Aλ・－F・・……一一・・…一…（7．22）



ぜ

　　　　石一∂334λ・＋ρ、（λi－bl1）dλ・一鴇藩霧4λ・－F＋識

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（723）

を得る。もしdb，1＝0なら第1部門には影響がないから∠λ・＝0となり・第3

・ 部門と第2部門との関係は（皿）の第4部門と第2部門との関係と全く同一で

ある。従って（皿）の結論は第3部門と策2部門との関係としてそのまま成立

する4）。故に次にb，、のみの効果を考察すれぽ、それらの綜合効果として一般

の場合が考察できる筈である5）。

　Ab3　iの効：果については（7．22），　（7・23）から・

（、争λ、＋Z、妾砺）P・aZ・＋（Z、一∂、、）・（Z、＝－Z」5－1，1－S　Aλ・－F・…・・（7・24）

Z、一∂、gAλ・＋ρ、（λ一∂、、）∠λ・ニF’…’…

　　　　　（λ3　一一　b33）（λ1－b11）

　　　　（7．24）、（7．25）の辺々相減ずることにより

　　　　1皇義、Pdλ・一ρ、（aiPoZ1－b11）・

故に4λ3とaλ、とは同符号である。従って（7・25）より

　　　　Aλ，〈0，Aλ1〈0

である。また

　　　　∠A一考｝＋ρ・誓一・

よりdP　1≧0となるoなお

　　　　4κ一酬ρ…Ab、、＜。X、，亜一些L巫L・

　　　　Ax・・…X・＋響彦li46・・＜・X・・4y・＜・y・

　　　　Ay＝oy，撫こay，＞0，　d（y、／y）＜0，

　　　　4ク＝盟二〇
　　　　P　　A
以上よりdb3i〈0の効果としては、第1部門の生産量を減少させ・利潤率と

価格とを上昇させる。また労働所得と労働分配率を減少さす。なお国民所得と

消費財平均価格（従って実質賃金）は不変である。

終りにAb32＝0のときを考察しよう。この場合はaλ2＝Oとなるが、　F≦O，

ナ，
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4B≦0と仮定する。　（7．22）、（7．23）を辺々相減ずることにより

　　　　P3（alPoλ1一ゐ11）・AZ・一讐14研轟」β

を得る。これよりAZ，≦0となる。また

　　　　dA一薯柵薯一一綴昭

より釜一噛薯一謡∠β≧・

を得る。なお

　　　　A…一・x・＋（ρ3c11－∂11）db・・

　　　　Ax・一・X・一島4B≧・X・

　　　　Apa・一・x・＋、…筆33∠633

　　　　A．v4　＝ox　4

　　　　三望一：『汐一σ一歳・4β≧o

　　　　夢誓一一∂ll乃4B≧・

となる。従って、Ab32＝0の場合は第3部門の技術進歩の結果は、第1部門で

は、利潤率と価格とは上昇する。第2部門では生産量が増大し、国民所得と消

費財平均価格は上昇する。

　（V）総　　括

　以上各部門の技術進歩の影響について吟味したが、綜合して考えると一般的

な効果は次の様である。

　（1）技術進歩を行なった部門では、生産費、価格は減少し、利潤率は増大す

るo

　（U＞技術進歩を行なわない部門では、生産費、価格、利潤率が減少する。

（例外として、第1部門の技術進歩はP3とノ3とを増大せしめる。）

　㈲　消費財平均価格は減少し、実質賃金は増大する。　（第1部門の技術進歩

のときは何れも不変である。）

　⇔　国民所得と賃金所得（および雇傭量）は減少するが、利潤所得、分配率

については一般的には増減は不明である。（第1部門の技術進歩では、国民所

得は不変であって、利潤所得は増大し、分配率は減少する。）
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㈱　実質国民所得は不変である。

1）技術進歩は行わないが、他の部門の技術進歩の影響を受ける部門については別であ

　る。

2）生産費が安くなって価格が上昇するのは変であるが、これは消費性向αが一定で

あって投資hP，が一定のため、消費Cが一定となり、均衡するためには　4P，≧0

　とならざるを得ないのである。

3）（2．25）から技術係数ai，biiの国民所得にあたえる影響は、　Pを通じてのみであ

　るから、消費財平均価格の上昇下落が国民所得の増加減少となる。従って国民所得の

増減は実質負金の減増と同一方向となる。また（2．25）から明らかな様にai，bijの

変動は実質国民所得には影響をあたえない。

4）唯一つ異る点は、

　　dx・一…＋で＝講島33）Ab・≦・X・

　となることである。

5）一般には（7．22）、　（7．23）と更に1つの条件式を追加して、合計3個の方程式か

　らA入1，dx2，　dλ3（≦0）を求めるべきである。
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